Education Policy for Modern School in Bhutan in the Early 1980\u27s -Focusing on the "Fifth Five Year Plan" (1981-1987) - by 平山 雄大
1991980年代前半のブータンにおける近代学校教育政策の特徴―『第５次５ヵ年計画』（1981～1987年）の分析を中心に―
1980年代前半のブータンにおける
近代学校教育政策の特徴
―『第５次５ヵ年計画』（1981～1987年）の分析を中心に―
平山　雄大　
キーワード：ブータン、近代学校教育、教育政策、５ヵ年計画、教育の量的拡大、教育の質的向上、
　　　　　　伝統と近代の共存
【要　旨】本論文の主たる目的は、1980年代前半にブータンにおいて実施された近代学校教育政策の特徴を、
1981年に策定された当時の国家開発計画である『第５次５ヵ年計画』の教育に関する項目を分析することに
よって明らかにすることである。同時に、1980年代前半の同国の教育を巡る諸相を、統計資料や国民議会の
議事録を用いて考証する。
　分析の結果、当時の教育政策には、①教育の量的拡大に関する取り組み、②教育の質的向上に関する取り
組みといったそれまでの５ヵ年計画を顧みたうえで設定されたもの、③経済的自立の達成との関連性、④地
方分権化の推進との関連性といった第５次５ヵ年計画を特徴づける新たな開発目標・計画から派生したも
の、そして⑤伝統と近代の共存を目指す取り組みという５点に大きな特徴を見出せることが明確化した。ま
た、1980年代前半の県別学校数及び就学者数を確認した結果、南部各県に学校及び就学者が集中していたと
いう事実が明らかになった。この事実は、内陸部と比べ平地が多く学校に通いやすいという地理的特性によ
る可能性も否定できないが、南部に多く居住するネパール人移住者／ネパール系ブータン人の教育熱が、そ
の他のチベット系ブータン人のそれよりも高かったことの証左となっていると考えられる。
　第５次５ヵ年計画内において、伝統と近代の共存に関する教育政策はそれ以前に実施された政策と大きく
変わることのないもののひとつと説明がなされている。しかしながら、同計画において、教育政策全体の目標
のひとつに提示されたという事実は、ブータンの近代学校教育史の中で画期的な出来事であったと言えよう。
続く第６次５ヵ年計画では、この目標は教育政策の枠から飛び出し、開発全体の目標にまでなっている。すな
わち、同計画の９つある全体目標の２番目に「国家アイデンティティの保護・促進」が掲げられ、以降ブータ
ンは、他国との相違性を明確にして自国の独自性を保守することを戦略的に意図して開発を実行していく。教
育開発においてもそれを巡る議論が加速し、新たなる取り組みに積極的に反映されていくことになる。
はじめに
　本論文の主たる目的は、1980年代前半にブータン王国（Kingdom of Bhutan、以下ブータン）に
おいて実施された近代学校教育１政策の特徴を、当時の国家開発計画である『第５次５ヵ年計画』
（Fifth Five Year Plan）２を分析することによって明らかにすることである。同時に、後述の通り現
在に至るまで詳しく論じられることのなかった1980年代前半の同国の教育を巡る諸相を、統計資
料や国民議会の議事録を用いて考証することを試みる。
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　ブータンの教育を取り上げた先行研究には Jagar Dorji３、Singye Namgyel４、Bray５、Ninnesら
６、Ueda７、杉本８による論文が代表的なものとして挙げられるが、その大部分は1990年代以降の
教育制度・政策、教育事例、教育内容に関するものである。1990年代以前の教育に焦点をあてた
研究は少なく、Tandin Wangmoら９による論文を除くと政治研究や歴史研究10の中に教育の一断
面が語られているに過ぎない。５ヵ年計画の分析に関しては、Uedaが上記先行研究の中で各５ヵ
年計画11の記述から教育政策の変遷を概観しているが、あくまで全体の流れを把握するための要
覧であるため、ひとつひとつの５ヵ年計画の丹念な分析は実施していない。
　筆者は、ブータンの国家開発を巡る構成要素のひとつである近代学校教育を研究対象に設定し
考究を展開するにあたっては、同国の開発の歴史に対する理解を欠かすことはできず、特に、国
家開発の方向性を形作ってきた各５ヵ年計画の詳細な分析をその基盤に位置づけることが必要で
あると考える。そこで本稿では、1980年代前半の教育政策に着目しその特徴を明らかにするうえ
で、第５次５ヵ年計画の分析を中心に据える。
　また本稿においては、分析の際に「伝統と近代の共存」に特に着目する。国の開発の過程で近
代化と伝統的価値観・文化の保護は二項対立の様相を呈し、多くの途上国では先進国の経た歴
史を追従するかたちで、自国に根づく伝統を等閑にしながら開発を実施してきた。その一方で、
ブータンは伝統的価値観・文化の保護に大きな関心を払い、他国との違いを明確にして自国の独
自性を保守することを、ある時期から一貫して意識し開発を行ってきた例外的な国に位置づけら
れる。筆者は、近代学校教育が導入され拡充されていく過程にこそ、近代化と伝統的価値観・文
化の保護の両立を目指す国としての取り組みが如実に反映されていると考える。ここでひとつひ
とつ詳察することは控えるが、初等教育段階からほぼすべての科目の教授言語に英語を採用して
いる点、「初等教育の完全普及」（Universal Primary Education: UPE）をはじめとした国際的な教
育開発目標に敏感に反応しそれを積極的に受け入れようとしている点、ブータン固有の伝統文化
や伝統的価値を学ぶ「価値教育」（value education: VE）科目の導入、一部科目の教授言語の英語
からゾンカ語12への移行等に、伝統と近代の共存を巡る葛藤が潜んでいると指摘できよう。第５
次５ヵ年計画はこの点において特に注目すべきものであり、ブータンにおける教育政策のターニ
ングポイントのひとつを形成していると言えよう。伝統と近代の共存を目指し、国際化やグロー
バリゼーションの流れを取り入れつつも国の特質を保つ努力を怠ってこなかったブータンの取り
組みが、それらの進展の結果、国の独自性が希薄になっている多くの国にとって、これからの教
育政策を考える際に大いに参考になると想像される。
１．1980年代前半の教育政策
　５ヵ年計画は、1961年より本格的に開始されたブータンの国家開発の基本計画である。第１次
５ヵ年計画及び第２次５ヵ年計画は、インドの計画委員会（Planning Commission）の全面的な指
導の下で策定・実施され、運営資金のそれぞれ100.0％、98.9％をインドからの財政援助に頼って
いた（表１参照）。第３次５ヵ年計画以降はブータンの計画委員会13が策定にあたっている。引
き続き運営資金の大部分はインドからの財政援助に頼っているが、1971年に国際連合へと加盟し
たのを機に国際機関等からも援助を受け始め、その割合は減少傾向にある。
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表１　第１次５ヵ年計画～第４次５ヵ年計画の収支
『第１次計画』
（1961-1966）
『第２次計画』
（1966-1971）
『第３次計画』
（1971-1976）
『第４次計画』
（1976-1981）
M.Nu. ％ M.Nu. ％ M.Nu. ％ M.Nu. ％
1 農業（Agriculture） 1.9 1.8 21.6 10.7 58.3 12.3 259.0 23.5
2 畜産業（Animal husbandry） 1.5 1.4 5.8 2.9 24.2 5.1 61.5 5.6
3 林業（Forestry） 3.2 3.0 6.9 3.4 28.4 6.0 110.3 10.0
4 電力（Power） 1.5 1.4 9.1 4.5 30.1 6.4 50.5 4.6
5 産業・鉱山業（Industry and mines） 1.1 1.0 1.0 0.5 25.2 5.3 175.0 15.8
6 公共事業部門（Public works department） 62.9 58.7 70.5 34.9 84.6 17.8 128.3 11.6
7 道路輸送（Road transport） 7.5 7.0 12.0 5.9 9.5 2.0 ― ―
8 郵便・電信（Postal telegraphs） 0.5 0.5 5.9 2.9 11.4 2.4 16.9 1.5
9 通信（Telecommunications） ― ― ― ― 14.8 3.1 37.3 3.3
10 観光（Tourism） ― ― ― ― 14.1 3.0 12.5 1.1
11 教育（Education） 9.4 8.8 35.7 17.7 90.0 19.0 134.6 12.1
12 保健（Health） 3.2 2.9 16.7 8.3 38.1 8.0 54.6 4.9
13 情報・放送（Information publicity） 0.1 0.1 1.4 0.7 4.0 0.8 11.0 1.0
14 開発本部（Development headquarters） 3.5 3.3 8.8 4.4 16.3 3.4 34.3 3.1
15 遺跡保全（Ancient monuments preservation） ― ― 0.6 0.3 2.1 0.4 ― ―
16 その他（Other） 10.9 10.1 6.2 2.9 24.1 5.0 20.4 1.9
合計 107.2 100..0 202.2 100.0 475.2 100.0 1,106.2 100.0
※
インド政府
（Government of India Grants） 107.2 100.0 200.0 98.9 426.6 89.8 853.0 77.1
※
国際連合、その他の国際機関
（UN and other other international agencies） ― ― 　― ― 15.8 3.3 193.7 17.5
※
ブータン政府：国内資源
（Internal resource mobilization） ― ― 2.2 1.1 32.8 6.9 59.5 5.4
合計 107.2 100.0 202.2 100.0 475.2 100.0 1,106.2 100.0
　　出典）Planning Commission, Royal Government of Bhutan （RGoB） （1981） Fifth Five Year Plan 1981-1987  Main Document, 
　　　　　Thimphu: RGoB, pp.23-24.
　　　注）M.Nu. ＝ Million Nu.（100万ニュルタム）。
　　　注）明らかなタイプミス、計算ミスは筆者修正。
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　第１次５ヵ年計画から第４次５ヵ年計画における部門別の支出は表１の通りであり、教育部門
に対してはそれぞれ全体の8.8％、17.7％、19.0％、12.1％が充てられた。特に第３次５ヵ年計画に
おける教育部門の支出の割合は全部門の中で最も高く、教育開発に対する政府の意識の高さが窺
い知れる14。
　第４次５ヵ年計画終了時には149の学校が存在し、約３万6,000人が就学していた。また、1976
年に２年制の短期大学（junior college）として開設されたシェラブツェ・カレッジ（Sherubtse 
College）15に約200人の学生が在籍し、これらの他に約500人がインドをはじめとした外国に留学
していた16。ただし当時のブータン国内の成人識字率は12％、初等教育就学率は男子25％、女子
17％と高くはなかった17。
　当時採用されていた教育制度は５（７）－３－２制である。第５次５ヵ年計画第３章によると、第４
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表２　第５次５ヵ年計画の予算案
資本（Capital） 経常（Recurrent） 合計
M.Nu. ％ M.Nu. ％ M.Nu. ％
1 農業（Agriculture） 421.6 13.3 73.2 6.3 494.8 11.5
2 畜産業（Animal husbandry） 55.4 1.7 66.7 5.7 122.1 2.8
3 林業（Forests） 237.8 7.5 44.9 3.9 282.7 6.5
4 電力（Power） 699.0 22.0 16.0 1.4 715.0 16.5
5 産業・鉱山業（Industry and mines） 721.0 22.7 35.8 3.1 756.8 17.4
6 公共事業部門（Public works department） 449.9 14.2 87.0 7.5 536.9 12.4
7 航空（Civil aviation） 94.4 3.0 5.6 0.5 100.0 2.3
8 郵便・電信（Postal and telegraphs） 5.8 0.2 19.2 1.7 25.0 0.6
9 通信（Communications） 35.8 1.1 30.8 2.7 66.6 1.5
10 観光（Tourism） 31.1 1.0 4.2 0.4 35.3 0.8
11 教育（Education） 130.8 4.1 209.2 18.0 340.0 7.8
12 保健（Health） 74.6 2.3 110.7 9.5 185.3 4.3
13 情報・放送（Information publicity） 9.5 0.3 5.5 0.5 15.0 0.3
14 本部（Headquarters） 181.8 5.7 442.3 38.0 624.1 14.4
15 その他（Miscellaneous） 27.6 0.9 10.9 0.8 38.5 0.9
合計 3,176.1 100.0 1,162.0 100.0 4,338.1 100.0
※ 各県による実施（Implemented by dzongkhags） 687.7 21.7 423.6 36.5 1,111.3 25.6
※ 中央による実施（Implemented by centre） 2,488.4 78.3 738.4 63.5 3,226.8 74.4
合計 3,176.1 100.0 1,162.0 100.0 4,338.1 100.0
　　　出典）Planning Commission, RGoB （1981） Fifth Five Year Plan 1981-1987  Main Document, Thimphu: RGoB, p.65.
　　　　注）M.Nu. ＝ Million Nu.（100万ニュルタム）。
　　　　注）明らかなタイプミス、計算ミスは筆者修正。
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次５ヵ年計画までの教育政策は、主としてLKG（lower kindergarten）及びUKG（upper kindergarten）
と名づけられた２年間の就学前教育（pre-school education）18に続く５年間の初等教育の提供を目指し
ており、「識字能力の完全普及」（universal literacy）のために、すべての学齢児童に教育を施すこと
が最終的な目標とされていた。また、識字能力に加えて、職業に直接結びつく技術（とりわけ農村
への還元が期待される農業技術）を身に着けさせることも初等教育の大きな目的とされていた19。
　1981年に策定された第５次５ヵ年計画は1981年から1987年までの計画であり20、全７章21から
構成される約110頁の文書である。ブータン全土各県の開発計画を策定しその実施の責任を持つ
県開発委員会（Dzongkhag Yargye Tshogchung: DYT）が1981年に各県に組織されたが、同計画は
県開発委員会を活用した地方分権化の促進を強く謳っている。表２の通り、同計画からは各県実
施分の予算が計上されるようになった。また、経済的自立の達成をその目標に打ち出した点も
特徴的である。経済的自立の達成は第５次５ヵ年計画策定前後より国家開発目標と位置づけら
れ、当時の国王である第４代国王ジグメ・シンゲ・ワンチュク（Jigme Singye Wangchuck、在位
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1972～2006年）の演説内でも繰り返し訴えられている22。
　国内資源の開発による経済的自立に優位性が置かれ、産業や電力事業、開発本部への割り当て
が増加した結果、教育分野の予算は全体の7.8％となり割合はそれまでの５ヵ年計画の中で最も
低い。ただし全体の予算額は第４次５ヵ年計画の４倍以上となっており、教育予算も約2.5倍に
増えている。
　教育に関しては第１章、第３章、第６章、第７章で触れられている。以下、第５次５ヵ年計画
の開発政策が明記されている第６章内の教育に関する項目を描出し23、同計画における教育政策
の特徴を示したい。
目標と予算
　1980年代の教育政策は、最初の20年（1960～1970年代）と大きく変わることはない。それ
らは以下の４つである。
　①　国民が開発プロセスを最大限に活用できるようにするため、主に初等教育の量的拡大を通
して識字レベルを上げる。
　②　開発計画の必要性の高まりを満たすため、教育・訓練を受けた人材（manpower）を供給
する。
　③　人々に科学技術を紹介することによって、社会の近代化を成し遂げる。そうすることに
よって、人々が現代文明の主流に参加できるようにする。
　④　国の豊かな文化的・精神的遺産（culturalandspiritualheritage）を保護・促進する。また、
教育を受けた人々がこれらの遺産から疎外されるのを防ぐ。
　しかしながら、主要な１点で同教育政策は以前のものとは実質的に異なる。最初の20年間は、
近代学校教育制度を確立しそれを拡大することが不可避の命題であったが、第５次５ヵ年計画の
出発点は、すでに教育のインフラが構築された状態である。ゆえに、教育制度の質の統合・向
上に向けた政策を実施することが次の課題として浮上している。教育の質的向上は、とりわけ、
ブータン人教員数、校舎や備品といった物理的設備、教科書や関連するカリキュラムの提供等に
関わってくる。それはまた、近代的な社会経済システムの必要性と両立する、強力な国家的・文
化的方向づけ（national-culturalorientation）を教育内容の中に導入する契機を表している。
　教育政策の焦点は教育の質の統合・向上にあるが、ある程度の高等教育及び技術教育の量的拡
大も想定されている。また、第５次５ヵ年計画における主要な取り組みのひとつは、経済的自立、
人々の社会参加、国内資源の動員に関する新たな開発アプローチに対応するよう、国家教育政策
を見直すことである。
　第５次５ヵ年計画における教育部門の総支出は3.4億ニュルタム24である。そのうち約1.3億
ニュルタムは投資のために使用され、約2.1億ニュルタムは経常支出に充てられる（表３参照）。
各部門に割り当てられる予算を対象の人口比と比較すると、識字レベルを増加させるために初等
教育を量的に拡大させること、及び教育・訓練を受けた人材を増加させるために高等教育・技術
教育を開発することに特に重点を置いていることが理解される。
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表３　第５次５ヵ年計画における教育政策の予算案
開発（Development） 整備（Maintenance） 合計
M.Nu. ％ M.Nu. ％ M.Nu. ％
1 初等教育（Primary Education） 39.72 30.4 54.47 26.0 94.19 27.7
2 中等教育（Secondary Education） 28.40 21.7 72.77 34.8 101.17 29.8
3 高等教育（Higher Education） 15.68 12.0 11.46 5.5 27.14 8.0
4 教員養成（Teacher Education） 20.95 16.0 7.29 3.5 28.24 8.3
5
技術・商業教育
（Technical Commercial Education） 13.25 10.1 17.00 8.1 30.25 8.9
6
伝統工芸学校
（School of Fine Arts Sculpture） ― ― 1.58 0.8 1.58 0.5
7
言語文化学校
（Buddhist Monastic studies Rigney School） 1.29 1.0 3.31 1.6 4.60 1.3
8 教育局（Directorate of Education） 9.34 7.1 41.31 19.7 50.65 14.9
9 国家教育政策（National Education Policy） 2.18 1.7 ― ― 2.18 0.6
合計 130.81 100.0 209.19 100.0 340.00 100.0
　　　出典）Planning Commission, RGoB （1981） Fifth Five Year Plan 1981-1987  Main Document, Thimphu: RGoB, p.99より
　　　　　　筆者作成。
　　　　注）M.Nu. ＝ Million Nu.（100万ニュルタム）。
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初 等 教 育
　国内の様々な地域から合計90～100校に及ぶ新たな小学校開設の要望を受けているが、現在
の計画では、これまで学校が置かれていなかった遠隔部（remotearea）において教育機会を提
供すること、及び既存の校舎が過密化し拡充も困難な場所において児童の受け入れを増加させる
ことを重視し学校建設を行う。
　初等教育就学者数は平均10％／年の割合で増加することが見込まれ、1981年には３万3,160人
25であるものが、第５次５ヵ年計画終了時には５万8,300人となることが予想される。追加の要件
を満たすために、新しい小学校を21校開き、既存の学校に121の新しい教室を追加する。校舎は
各県開発委員会が組織するボランティア（voluntarylabour）によって建設され、監督料、建設資材、
備品や教員は政府から給付・提供される。小学校数は、第５次５ヵ年計画終了時には140校となる。
追加で必要となる320人の初等教員の大部分は、教員養成の拡充を通して賄われる。
中 等 教 育
　第６学年から第10学年までの中等教育政策の主眼は、教育・訓練を受けた人材の要求に関連
し、中学校及び高等学校の就学者数を必要最低限のみ増やすことである。新たな中学校は開設し
ないが、南部に位置する１つの小学校を中学校に格上げする。同様に、新たな高等学校は開設
しないが、２つの中学校を高等学校に格上げする。前期中等教育就学者数は1,856人（1981年）
が4,370人（1987年）に、後期中等教育段階は368人（1981年）が813人（1987年）になる
ことが予想される。増加した就学者に対応するため、教室や寄宿寮施設の拡充が計られる。同計
画中に追加で必要となる88人の中等教員の大部分は、既存の機関で養成される。
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高 等 教 育
　国内の高等教育機関としては、現時点では東部のカンルンに２年制の短期大学が１校あるのみ
であり、学位レベル（degree level）の教育を受けるためには、学生はインドを中心とした国外
の高等教育機関に留学する必要がある。資格を有する人材の需要の高まりにより、学位取得の必
要性は着実に増えており、結果として、国内に学位課程を提供する高等教育機関を設置する有
益性が増している。高等教育のための計画には、既存の短期大学の在籍者数を204人（1981年）
から336人（1987年）に拡大することも含まれる。加えて、同キャンパス内に３年制の学位課
程（人文科学）を設置し、1987年には150人／年の学生を受け入れる。同大学には16人の教員
が追加で必要となる。
教員養成他
　今までの教育は、多数を占める外国人教員に依存してきた。第５次５ヵ年計画では、より多く
のブータン人教員を養成し、彼らの割合を増やすだけではなく、教育開発の必要性に応じた教員
数を輩出する努力がなされる。1987年には320人の初等教員及び88人の中等教員が必要とされ
る。そのために、既存の２つの教員養成校は拡充・強化される。教員養成センタ （ーTeachers’
TrainingCentre:TTC）26は現在30人／年の学生を受け入れているが、それを50人／年に拡大す
る。また、教員養成カレッジ（Teachers’Training Institute:TTI）27は、その地位を格上げし国
立教育大学（NationalInstituteofEducation:NIE）とする。同校の入学者は67人／年（1981年）
から100人／年（1987年）となり、卒業生には教育学士（B.Ed.）が授与される。また、同校で
は初等・中等教員のための教員研修も実施される。
　公共部門と民間部門双方における技術者・職人の需要の増加に対応するため、既存の王立ブー
タンポリテクニック（RoyalBhutanPolytechnic）28及び技術学校（TechnicalSchool）29の設備
を改善し、訓練方法を改訂する。また、新たな基礎コースも導入される。
　1977年にティンプーに開設された商業学校（CommercialInstitute）は、主にタイピストや速
記タイピストを養成してきた。オフィス管理、販売管理、会計事務、簿記、秘書等の分野の人材
の需要の増加を満たすため、同校を王立経営学校（RoyalInstituteofManagementStudies）30に
格上げする。
　以上、第５次５ヵ年計画第６章の教育に関する項目を概観したが、同計画の教育政策には大き
く５つの特徴を見出すことができよう。
　１つ目は、教育の量的拡大に関する取り組みである。目標①に「主に初等教育の量的拡大を通
して識字レベルを上げる」とある通り、第５次５ヵ年計画においても教育の量的拡大は最重要課
題のひとつとなっている。ただし、あくまでも対象は初等教育段階に限定されており、中等教育
段階においても同計画実施期間中の就学者数の倍増が想定されているものの、それらは「必要最
低限のみ」31と表現されている。高等教育や技術教育に関しても僅少な量的拡大が想定されてい
るが、これは、教育の量的拡大の文脈よりも目標②にある教育・訓練を受けた人材輩出の文脈か
ら捉えられるべきものであろう。
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　２つ目は、教育の質的向上に関する取り組みである。第５次５ヵ年計画では、それまでの
５ヵ年計画における教育政策との明確なる相違点として教育の質的向上を謳っている。ただし、
1960～1970年代に策定されたそれまでの５ヵ年計画が教育の質的向上に言及してこなかったわけ
ではない。一例を挙げると、第２次５ヵ年計画においては、第１次５ヵ年計画において急速な
教育の量的拡大が目指され、多くの小学校が建設された結果発現した諸問題を踏まえ、「現時点
では、ブータン政府が重きを置くのは大衆教育（mass education）よりも、教育の質と適切な人
材の育成である」32とされている。第５次５ヵ年計画がそれらと一線を画しているのは、政府が
考える「教育の質」に関連する教育政策を明快に提示している点であろう。それらは①既存の教
員養成校２校を拡充・強化し、ブータン人教員の数を増やすこと、②校舎や備品と言った物理的
設備を改善し、教育環境を整えること、③適切な教科書や関連したカリキュラムを提供すること
（＝教科書や教育制度を改訂すること）である。
　本稿で焦点を当てる1980年代前半からは外れるが、教育制度の改訂は1986年に成され、LKG
とUKGは１年制の準備教育PP（Pre-primary）に形を変え、初等教育は１年延長され第６学年ま
でとなる。また、同年から初等教育低学年用にNAPE（New Approach to Primary Education）プ
ログラムが試行的に開始され、ゾンカ語、英語、算数以外は新設された「環境教育」（environmental 
studies: EVS）に理科、社会等の内容が統合される。NAPEプログラムは第６次５ヵ年計画より
本格的に全国展開が成され、1980年代後半のブータンの教育改革を特徴づけるものになるが、そ
の土台は第５次５ヵ年計画実施期間中に形成された。
　３つ目として、経済的自立の達成との関連性が挙げられる。上述の通り、経済的自立の達成を
その目標に打ち出したのは第５次５ヵ年計画全体の特徴のひとつであるが、それは教育政策にも
多分に影響を与えている。まず、経済的自立を含めた新たな開発アプローチに対応する国家教育
政策の策定が目指され、そのための予算が計上されている。また「開発計画の必要性の高まりを
満たすため、教育・訓練を受けた人材を供給する」という目標②は、それに関連する外国人教員
への依存からの脱却や学位課程を提供する高等教育機関の設置等を含め開発に必要な人材の自給
自足を目指すものであり、広義では経済的自立の達成に繋がるものと理解される。
　４つ目は、地方分権化の推進との関連性である。地方分権化の推進も第５次５ヵ年計画全体の
特徴を形成するものであり、経済的自立の達成と同様に教育政策にも影響を及ぼしている。その
影響が如実に示されているのは初等教育に関する項目で、小学校建設・改修が各県開発委員会に
よって組織されるボランティアによって実施されるという箇所である。この住民参加型学校建設
の方式は以降、初等教育の量的拡大を念頭に置いたコミュニティ・スクール（community school）
制度に活かされることになる。
　最後にして最も特徴的なものとして、伝統と近代の共存を目指す取り組みが挙げられる。「人々
に科学技術を紹介することによって、社会の近代化を成し遂げる」という目標③と「国の豊かな
文化的・精神的遺産を保護・促進する」という目標④は一見背反するものと受け止められるが、
目標④の続く一文（「教育を受けた人々がこれらの遺産から疎外されるのを防ぐ」）に、近代学
校教育の中で近代化と伝統的価値観・文化の保護を同時に成し遂げようとする政府の意欲が垣間
見られる。
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　伝統的な文化遺産（cultural heritage）の保護に関しては、第１次５ヵ年計画時に設立された言
語文化学校33や、第２次５ヵ年計画時に開設された国立博物館もその一翼を担っており、第５次
５ヵ年計画内においても、それまでと大きく変わることのない教育政策のひとつとして提示され
ている。しかしながら、第５次５ヵ年計画において、教育政策全体の目標のひとつとして精神性
も並列させた文化遺産の保護が提示されたという事実は、ブータンの近代学校教育史の中で画期
的な出来事であったと言えよう。続く第６次５ヵ年計画では、この目標は教育政策の枠から飛び
出し、開発全体の目標にまでなっている。すなわち、同計画の９つある全体目標の２番目に「国
家アイデンティティの保護・促進」（preservation and promotion of national identity）34が掲げられ、
以降ブータンは、他国との相違性を明確にして自国の独自性を保守することを戦略的に意図して
開発を実行していく35。教育開発においても、伝統と近代の共存を巡る議論が加速し、本稿の冒
頭で示した例を筆頭に様々な取り組みが行われていく。
　ちなみに、第５次５ヵ年計画の第７章には今後20年間（2000年まで）の開発の展望が綴られて
いるが、教育に関する項目の中には以下の通りの記述があり、国の伝統的価値観及び豊かな文化
を保護すると同時に、近代化に向けた教育開発を推進することがこれからの教育に課された使命
であることが明言されている36。
　教育は根本的目標、すなわち国の伝統的価値観及び豊かな文化の保護を受け持たなければ
いけないと政府は確信している。高度な技術の開発はこの目的と矛盾せず、教育は、これら
の目的が同時に満たされるようにしなければならない。
２．1980年代前半の教育事情
　表４は、1980年代前半の各教育段階の就学者数及び学校数を一覧にしたものである37。初等教
育段階の就学者数は毎年約2,000～4,000人の増加を見せているが、残存率は高くはなく、学年を
追うごとにその数は減少している38。同様の現象は中等教育段階にも見られ、最終学年まで進学
する者は1985年の時点においても300人程度である。表５に見られる通り、各学年の就学者の約
20～35％は女子が占めている。女子の割合は学年が上がるにつれ低くなるものの、一定数を占め
る存在となっている。
　学校数は第５次５ヵ年計画で計画された程度の増加を見せている。各学校の名称は第５学年
までを有するものが小学校（primary school）、第８学年までを有するものが中学校（junior high 
school）、第10学年までを有するものが高等学校（central school）であり、例えば高等学校は第９
学年と第10学年のみを有しているのではなく、LKGから第10学年まですべての学年の教育を提
供している。また、これらはすべて政府によって運営される公立学校である。
　1983年11月時点での県別学校数及び就学者数を確認すると、チラン県、ゲレフ県、サムチ／サ
ムツェ県といった南部に学校及び就学者が集中している点が興味深い。表６の通り、人口100人
あたりの就学者数の割合は、首都を擁するティンプー県やブータンにおける近代学校発祥の地で
あるハ県を除いて、これらの県が他県よりも高くなっている。この事実は、内陸部と比べ平地が
多く学校に通いやすいという地理的特性による可能性も否定できないが、南部に多く居住するネ
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　　表５　学校別就学者数（1983年10月） （人）　
小学校 中学校 高等学校 合計
男子 女子 合計 男子 女子 合計 男子 女子 合計 男子 女子 合計
LKG 5,624 2,744 8,368 1,237 882 2,119 170 128 298 7,031 3,754 10,785
UKG 4,010 1,965 5,975 1,237 764 2,001 135 127 262 5,382 2,856 8,238
第１学年 3,505 1,347 4,852 1,078 620 1,698 205 121 326 4,788 2,088 6,876
第２学年 2,516 920 3,436 963 576 1,539 126 92 218 3,605 1,588 5,193
第３学年 1,900 655 2,555 873 493 1,366 207 105 312 2,980 1,253 4,233
第４学年 1,280 462 1,742 676 397 1,073 192 117 309 2,148 976 3,124
第５学年 747 164 911 662 324 986 249 146 395 1,658 634 2,292
第６学年 473 152 625 297 130 427 770 282 1,052
第７学年 378 112 488 251 110 361 627 222 849
第８学年 292 85 377 219 78 297 511 163 674
第９学年 195 58 253 195 58 253
第10学年 163 50 213 163 50 213
合計 19,582 8,257 27,839 7,867 4,405 12,272 2,409 1,262 3,671 29,858 13,924 43,782
　　出典）Statistics Division、Planning Commission, RGoB （1985） Statistical Handbook of Bhutan （1985）, Thimphu: RGoB, p.11.
表４　1980年代前半の各教育段階の就学者数、学校数の変遷　　　　　（人／校）
1981年 1982年 1983年 1984年 1985年
（1987年の
想定値）
初 等 教 育
LKG
16,428 9,691 19,217 20,085 20,375 n. a.UKG 7,675
第１学年 6,191 6,446 7,018 7,705 8,359 n. a.
第２学年 4,384 4,995 5,307 5,668 6,064 n. a.
第３学年 3,395 3,805 4,331 4,682 4,986 n. a.
第４学年 2,332 2,745 3,147 3,426 3,690 n. a.
第５学年 1,751 2,047 2,352 2,709 2,967 n. a.
合計 34,481 37,404 4,1372 44,275 46,441 58,300
前期中等教育
第６学年 732 950 1,059 1,249 1,149 n. a.
第７学年 693 700 869 995 1,129 n. a.
第８学年 431 609 700 809 906 n. a.
合計 1,856 2,259 2,628 3,053 3,184 4,370
後期中等教育
第９学年 194 239 263 336 391 n. a.
第10学年 174 162 218 219 295 n. a.
合計
総合計
368 401 481 555 686 813
36,705 40,064 44,481 47,883 50,311 63,483
小学校 119 128 136 n. a. n. a. 140
中学校 24 24 23 n. a. n. a. 25
高等学校 6 6 7 n. a. n. a. 8
合計 149 158 166 n. a. n. a. 173
　　　出典）Planning Commission, RGoB （1981） Fifth Five Year Plan 1981-1987  Main Document, Thimphu: RGoB, pp.36-37,
　　　　　　98-101、Central Statistical Organization, Planning Commission, RGoB （1984） Statistics at a Glance, Thimphu: RGoB, 
　　　　　　p.8、Central Statistical Office, Planning Commission, RGoB （1989） Statistical Yearbook of Bhutan 1988,  Thimphu: 
　　　　　　RGoB, p.14より筆者作成。
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　　　表６　県別学校数、就学者数（1983年11月）　　　　　　　　　　（校／人）
学校数
就学者数 人口100人
あたりの
就学者数
小学校 中学校 高等学校
小 中 高 合計 男子 女子 合計 男子 女子 合計 男子 女子 合計
ブムタン 3 1 ― 4 161 102 263 340 135 475 ― ― ― 3.4
チラン 14 3 ― 17 2,266 958 3,224 1,503 801 2,304 ― ― ― 5.6
ダガナ 4 1 ― 5 644 164 808 113 25 138 ― ― ― 3.7
ゲレフ 15 2 1 18 2,869 1,273 4,142 887 555 1,442 808 459 1,267 6.8
ガサ 1 ― ― 1 78 9 87 ― ― ― ― ― ― 0.6
ハ 4 1 ― 5 232 176 408 268 147 415 ― ― ― 5.4
ルンチ／ルンツェ 3 1 ― 4 204 39 243 192 64 256 ― ― ― 1.4
モンガル 6 1 ― 7 674 148 822 431 211 642 ― ― ― 2.2
パロ 8 1 1 10 773 425 1,198 192 109 301 265 98 363 4.4
ペマガツェル 3 1 ― 4 428 61 489 281 78 359 ― ― ― 2.5
プナカ 2 ― 1 3 253 124 377 ― ― ― 294 120 414 n. a.
サムチ／サムツェ 21 4 1 26 3,730 1,730 5,460 1,530 1,021 2,551 228 95 323 5.3
シェムガン 7 1 ― 8 856 164 1,020 355 170 525 ― ― ― 3.9
サムドゥプジョンカル 11 ― ― 11 2,016 723 2,739 ― ― ― ― ― ― 4.1
ティンプー 10 2 2 14 1,708 1,273 2,981 626 537 1,163 614 400 1,014 7.6
トンサ 2 1 ― 3 118 74 192 317 144 461 ― ― ― 2.8
タシガン 14 2 1 17 1,959 576 2,535 655 279 934 200 90 290 2.3
ワンデュポダン 8 1 ― 9 613 238 851 177 129 306 ― ― ― 2.7
合計 136 23 7 166 19,582 8,257 27,839 7,867 4,405 12,272 2,409 1,262 3,671
　　出典）Statistics Division, Planning Commission, RGoB （1985） Statistical Handbook of Bhutan （1985）, imphu: RGoB, p.10,
　　　　　Central Statistical Organization, Planning Commission, RGoB （1984） Statistics at a Glance, imphu: RGoB, p.1をもとに
　　　　　筆者作成。
　　　注）人口100人あたりの就学者数の算出の際は、1980年の県別人口統計を用いた。
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パール人移住者／ネパール系ブータン人の教育熱が、その他のチベット系ブータン人のそれより
も高かったことの証左となっていると考えられる。南部地域には第１次５ヵ年計画開始以前より
ネパール人移住者が設立した私立学校が数多く存在しており、多くの教員がインドやネパールか
ら招聘され、ヒンディー語やネパール語を教授言語に用いた授業が行われていたことが明らかに
なっている39。そうした土台があってこそ、南部における教育の量的拡大が進行したのではない
だろうか。
　1981年に開催された第55回国民議会では、第５次５ヵ年計画実施期間中の学校スタンダード
（school standard）として下記の９つの目標が教育局長によって掲げられ、順次実行に移される40。
これらは第５次５ヵ年計画において強く謳われた教育制度の質の統合・向上に向けた政策実施の
細部を成すものであるが、同時に当時の教育事情の一端を示すものとなっている。
　①　既存の学校の寄宿寮設備及び教室不足を、新たな建設によって解消する。
　②　必要に応じて、校舎及び教員宿舎を修理・改装する。
　③　学校の教員不足を解消するため、新たな教員を雇用する。
　④　理科・科学教育の充実のため、すべての学校に理科・科学実験室を設置する。
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図１　ブータン全図
　出典）National Statistics Bureau （NSB） （2008） Infrastructure Mapping of Bhutan 2008 , Thimphu: NSB.
注）表示した17（18）県は1980年代前半当時のものである。ガサ県は当時まだプナカ県から分離していなかったはずだが、
表６で県として取り上げられているので、それに従い記している。サムチ／サムツェ県からチュカ県が、タシガン
県からタシヤンツェ県が分離し、2013年現在は20県となっている。
注）ゲレフ県は改称され、現在はサルパン県となっている。
早稲田教育評論　第 28 巻第１号
　⑤　すべての学校に図書館を設置する。
　⑥　すべての学校に基礎的な備品を供与する。
　⑦　世界食糧計画（WFP）の援助の下、すべての学校で給食制度を継続する。
　⑧　スポーツ・ゲーム41を促進するために、すべての学校にゲームキットを供与する。
　⑨　すべての学校で農業・牧畜の授業を導入する。
　第１節及び第２節にて取り上げていない学校としては、第５次５ヵ年計画で予算が計上されて
いる伝統工芸学校42が存在した。また1983年10月の時点で、ヒンドゥー教の教義を学問の基礎に
置いていたと考えられる私立のサンスクリット学校（Sanskrit pathsala）が南部に５校（チラン県
２校、ゲレフ県１校、サムチ／サムツェ県１校、サムドゥプジョンカル県１校）あり、８人の
教員の下で264人が学んでいた。さらに、ティンプー県には４校のチベット人難民学校（Tibetan 
refugee school）が存在し、４人の教員の下で166人が学んでいた43。
おわりに
　以上、1981年に策定された第５次５ヵ年計画第６章内の教育に関する項目を分析することを主
要手段として、1980年代前半のブータンにおいてどのような近代学校教育政策が計画されていた
のかを明らかにした。また、当時の教育を巡る諸相を、学校数や就学者数の変遷、学校スタンダー
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ド等を用いて把握することを試みた。
　その結果、当時の教育政策には、①教育の量的拡大に関する取り組み、②教育の質的向上に関
する取り組みといったそれまでの５ヵ年計画を顧みたうえで設定されたもの、③経済的自立の達
成との関連性、④地方分権化の推進との関連性といった第５次５ヵ年計画を特徴づける新たな開
発目標・計画から派生したもの、そして⑤伝統と近代の共存を目指す取り組みという５点に大き
な特徴を見出せることが明確化した。伝統と近代の共存というテーマは、第５次５ヵ年計画にお
いて教育の目標として発現し、続く第６次５ヵ年計画において開発全体の目標となると同時に、
教育分野における新たなる取り組みに積極的に反映されていくことになる。
　冒頭で示した通り、ブータンの近代学校教育を研究するにあたっては、国家開発の方向性を形
作ってきた５ヵ年計画の詳細な分析をその基盤に位置づけることが必要不可欠であると筆者は考
えている。引き続き、第６次５ヵ年計画、第７次５ヵ年計画等の特徴の分析を実施し、各時期の
ブータンの教育状況を究明したい。
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